
【鳴門市行政評価】

◎基本情報

◎事業概要（PLAN)
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事務事業名 地域支援事業（包括的支援事業及び任意事業）
担当
部署

健康福祉部　長寿介護課

総合計画体系 根拠法令
計画など

介護保険法
基本政策(大項目) 2 ずっと笑顔で生きがい感じるまちづくり

政策(中項目) 1 ひとにやさしく健康で安らげるまち　なると

事業
期間

開
始

18

包括的支援事業及び任意事業の推進

年度
　　　(小項目) 社会保障

施策 10 介護保険制度の円滑な実施 終
期基本事業 5

事業
対象

誰(何)を対象に
しているか 本市の介護保険の第１号被保険者及び介護サービス提供事業者

地域の支え合い体制及び拠点整備の担い手や生活支援サービス提供事業者

事業
目標

対象をどのような状態
にしたい(目指す)のか

地域型地域包括支援センターを拠点として、高齢者が住みなれた地域において、自立
した生活を送ることができるよう支援を行うとともに、介護給付費等の適正化の事業実
施等により地域包括ケアシステムの構築を図る。

事業
計画

29年度に何を
計画していたか

「第6期鳴門市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画」により事業を推進すると
ともに、「生活支援体制整備事業」、「ケアプラン評価事業」などを推進していく。

成果
目標

事業目標の達成度合

指標名 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 単位
総合相談件数
（市の総合相談窓口＋地域包括支援セン
ター）

2,300 2,350 2,400 2,450 2,450 件

◎実施結果（DO)

事業
実施
内容

29年度は目標を達成
するため、手段として
どのような活動を行っ
ているのか

・　(財)さわやか財団との連携により、５月に「いきいき支え合い地域づくりフォーラム」、８月、９月
に勉強会を開催し、生活支援コーディネーターの追加配置、協議体の設置に向けて取り組みを
進めた。
・　在宅医療と介護分野の連携を進めるための方向性を協議する場となる「鳴門市在宅医療・介
護連携推進協議会（仮称）」の設置に向けた検討を進めた。

事業実施手法

12 回2 成年後見制度相談窓口開催 12 12 12 12

回

指標名 28年度実績 29年度実績 30年度目標 31年度目標 32年度目標 単位

活動指標
実施した事業
の活動量を示
す指標

1 ケアプラン・権利擁護等研修会の開催 8 8 8 8 8

計画どおり
（千円）

目標達成率(実績/目標) 87.5 － － －

成果指標
対象にどのよ
うな効果が
あったか示す
指標

総合相談件数
（市の総合相談窓口＋地域包括支援セン
ター）

％

2,022 2,056 － － － 件

0 0

今年度の進捗状況 ほぼ計画どおり 事業全体の進捗状況

財源内訳

年　度 区分 国 県 地方債

繰越予算額 0 0 0

その他特定財源 一般財源 事業費計

平成29年度

当初予算額 32,746 16,373 0 18,472 16,374 83,965

補正予算額 746 373 0 421 373 1,913

0

全体予算額 33,492 16,746 0 18,893 16,747 85,878

0 0

人件費
正規職員(7,234千円/人) 臨時職員(2,492千円/人) 総人件費 総事業費

0.0 0.0 0 82,516

0 0

決算額 33,482 16,090 0 16,854 16,090 82,516

繰越額 0 0

個人 世帯 団体 その他 内部管理

市実施 一部委託 委託 補助金 その他



【鳴門市行政評価】

◎項目別評価（CHECK)

◎今後の方向性(ACTION)

うち一般財源 29,843 16,090 17,865

76,416

人件費 0 0 0

【事務事業名：地域支援事業（包括的支援事業及び任意事業）】

29年度決算 30年度 31年度 32年度

0

82,516 92,806 92,806 92,806

0

総事業費 76,416 82,516 92,806 92,806 92,806

17,865 17,865事業費推移

年　　度 28年度決算

事業費

評価項目 評価値 所見欄

①活動に対
する評価

有効性 B:概ね有効性があった
生活支援体制整備、在宅医療介護連携、給付費適
正化等について推進に努めているが、なお成果向
上の余地がある。

効率性 B:概ね効率的だった
さわやか福祉財団等関連団体や地域包括支援セン
ター等と連携を取りながら、概ね効率よく事業を推進
できている。

目標 2,350 件

実績 2,056 件

3.現状維持 4.拡充 3

総合相談件数に関しては、目標件数がやや下回っ
たが、昨年の件数（2,022件）は上回っている。

評価 B:概ね目標を達成できた

③総合的な評価 B
生活支援体制整備事業においては、第１層協議体
の活動とともに生活支援コーディネータを配置し、仕
組みや拠点作りを行った。その他事業についても、
各地域包括支援センターとの連携のもと進めた。

課題

平成３０年度からの第７期高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の内容を踏まえ、地域包括ケ
アシステムの深化を図る。生活支援体制整備事業については、生活支援コーディネーターと協議体、地
域との協働による事業推進に努め、地域での身近な支えあいによる生活支援を活発にするための仕組
みや活動の拠点づくり等を検討・支援していく。在宅医療介護連携推進事業については、在宅医療・介
護連携推進協議会（仮称）の示す方向性や下部組織での具体的な課題把握・研修・啓発等の活動を通
じた取り組みに着手する。

②成果に対
する評価

指標名 総合相談件数 （市の総合相談窓口＋地域包括支援センター）

↓今後の方向性を踏まえた上で、以下の欄に記入してください。

実施内容

H30年度
団塊の世代が後期高齢者となる２０２５年を見据え、地域包括ケアシステムの深化・推進
に向けて、地域包括支援センターの機能強化や在宅医療と介護分野の連携の推進、生
活支援体制の整備をより一層推進していく。

H31年度
第７期高齢者保健福祉及び介護保険事業計画に沿って生活支援体制整備、在宅医療介
護連携、及び介護予防日常生活支援総合事業等を推進しながら、包括ケアシステムの構
築を図っていく。

今後の方向性 1.廃止 2.要改善


